
混迷を深めるミャンマー情勢

～現状と今後見通し～

2024年９月10日

JICAミャンマー事務所 工藤 勉



①ミャンマー政府アドバイザー
（国家計画経済開発省）

        2013年4月～2016年4月（３年）
＠首都ネピドー

② JICAミャンマー事務所事務所長
       2022年3月～現在 （３年）

＠最大都市ヤンゴン

ミャンマー駐在は２回、
延べ6年間

①国軍の民主化推進による「希望の時代」（民主化の定着？）
②国軍のクーデターによる「混迷の時代」（民主化への回帰？） Sai Sai Aung Win



「民主化と経済開放の１０年間」
（２０１１～２０２０）

●米オバマ政権のアジア重視の外交政策。

●2011年、クリントン国務長官が57年ぶりに訪問。

●経済制裁を科す「孤立政策」からテインセイン大統領の民主的改革

を後押しする「開放政策」に転換。

●日本、欧米諸国、国際機関の援助再開と民間投資の流入。

●テインセイン政権からアウサンスーチー政権への総選挙を経た

民主的な政権交代が実現。



ミャンマー支援ドナー会合
「ミャンマー開発協力フォーラム」 事務局



２０１３年５月
安部総理が日本の首相として３６年ぶりに公式訪問



クーデター後、混迷が深まる３年半
（２０２１～２０２４）

●2021年2月、与党NLDが大勝した総選挙に不正があったとして国軍

がクーデターで権力を掌握。

●緊急事態宣言を半年毎に延長（計６回）。

●暫定政権は、総選挙実施による正常化への道を志向するも、国軍による

反国軍勢力への弾圧に対する抵抗が熾烈化。

●昨年１０月以降、反国軍勢力が支配地域を広げ、国軍の劣勢が続き、

国軍は創立以来の未曾有の危機に直面。

●今年２月の徴兵制、８月の自警制。徴兵を逃れようとする国民が海外へ流出。

国民の動揺と混乱、経済状況はクーデター以降最悪の状況に。



国軍によるクーデターの正統性
＜2021年2月1日付、大統領令１号＞

｢2020 年 11 月 8 日、ミャンマー連邦共和国総選挙は、選挙管理委員会の権限の下に実施
された。選挙管理委員会は、その任務を適切に遂行せず、自由、公正且つ透明な選挙を確
保することを怠った。国家権力の主権は国民に由来するものでなければならないが、自由
且つ公正な選挙プロセスの失敗は、ミャンマー連邦共和国の国家主権と国民の権限を喪失
させるものである。政治関係者、民族団体、及び国軍によって提起された申立に対処せず、
その後人民院及び民族院(連邦議会)を招集するのは、2008 年憲法 417 条の違反である。
2008 年憲法 417 条によれば、非合法且つ強制的手段は、ミャンマーの主権と民族の団結
を喪失させるものである。選挙管理委員会の履行に不満を抱く人々が多く、政府も選挙管
理委員会もその原因に対処しなかったことから、ミャンマー連邦共和国憲法に基づき緊急
事態を宣言することは、国軍の否定できない義務である。ミャンマー政府は、関係する有
権者に対処するため、2008 年憲法 418 条(a)を活用することを決定した。同条は、立法、
司法、行政の権限を国軍司令官に移転することを義務付けている。この緊急事態宣言は、
2008 年憲法 417 条 に基づき、2021 年 2 月 1 日から 1 年間効力を有する。｣

＜国軍のクーデターの正統性を証する行為＞。
国軍が一時的に暫定政権として国政を担い、公正な総選挙をやり直して、
その公正な総選挙で選ばれた政権に国軍が国家の責任を引き継ぐ。
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ル・タイよりも発展

○少数民族、共産勢
力との対立が激化
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５０年の国軍支配。
１０年の民主化が途絶、再び国軍支配へ。
民政復帰まで何年？
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①国勢調査
(2024年10月1日～15日）
有権者名簿の作成

②緊急事態宣言の解除
(2025年1月または7月）

③総選挙の実施
（2025年中、緊急事態宣言解除
から6か月以内）

国営紙 The Global Light of Myanmar (9月10日付）



■国家行政評議(SAC)：
最高意思決定機関
■暫定政府：行政

ミン・アウン・フライン
SAC議長、

兼 暫定政府大統領・首相、
兼 国軍総司令官

■連邦議会代表委員会(CRPH)：
立法
■国民統一政府(NUG)：行政

ドゥア・ラシー・ラ
大統領代行（カチン）

ウィン・ミン
大統領

アウン・サ
ン・スー
チー最高
顧問

実刑・収監

■国民防衛隊(PDF)：軍事■国軍：軍事

軍事政権 民主派勢力



主要７少数民族

１．シャン

２．カレン

３．カヤー

４．モン

５．カチン

６．チン

７．ラカイン



少数民族武装勢力

兄弟同盟
(3 brotherhood alliance)

少数民族武
装組織の中で
最大の勢力

■１０２７作戦(2023年10月～2024年1月）
■１０２７作戦・第２弾(2024年6月～）





ラショーマンダレー

（出所）The DAILY NNA



少数民族
武装勢力

国民防衛隊
（PDF）

国軍

独裁
打倒

軍事
訓練

共闘

●国軍に反発し
て、全国から戦
闘経験のない多
数の市民が、志
願兵として集ま
る。
●軍事政権打倒
を目指す高い士
気。
●NUGからの資
金援助。
●ドローン攻撃
の技術向上。

▲戦闘が全国に拡大。兵
力を各地に分散派兵せざ
るを得ない状況。
▲自国民への弾圧。兵士
の士気の低下。降伏や逃
亡が拡大。
▲死傷者数、投降者数の
増加により、総兵力が減
少。失地回復に十分な兵
力なし。

↓
・航空機爆撃による報復
（市民も犠牲）
・強制徴兵による兵力補
充（国民の更なる反感）

●支配地域と自
治権の拡大の好
機。少数民族間
で連携して攻勢
を強める。
●士気の高い
PDFとの共闘に
より、戦闘力が
高まる。
●国軍の拠点制
圧により、国軍
の戦車、武器・
弾薬等を押収。



国軍拠点の制圧



国軍から押収した大量
の武器



新たなPDF志願兵が続々とやってくる。



国軍による報復の
「空爆」



②タイへの国外避難民

①国内避難民

③ロヒンギャ難民





ミャンマー国
民の３分の１

が人道支援
を必要とする。

国際社会から
の人道支援
額は不十分。





（出所）The DAILY NNA













“Proactive” Group（Engagement Level ★★★★★）ロシア、中国等
●ロシア：政変直後一早く国軍を支持。両国の閣僚級が頻繁に往来し、防衛、経済、金融、貿易、観
光、原子力発電、法制度整備等の幅広い分野での協力関係を強化。
●中国：国軍と密接な関係を維持しつつも、同時に中国が影響力を持つ少数民族武装組織との関係も
利用しつつ、ミャンマーにおける中国の国益を追求。特殊詐欺の取り締まり、国境地域の安定化、国
境貿易を含む経済交流の拡大、中緬経済回廊への投資、電力、農業、教育、医療等の分野での経済協
力。

 “Business as Usual” Group（★★★★）インド、タイ等
●インド：国軍との関係を継続。シットウェー港、カラダン複合輸送路。
●タイ：国軍に融和的な立場。天然ガス調達を緬に依存。ダウェー開発。

“Bare Minimum Engagement” Group（★★★）日本、韓国等
●韓国：日本と同様、既往案件を継続、新規なし。ダラー橋、ミッチーナ・マンダレー鉄道等。

“Active Engagement with NUG” Group（★★）米国、英国、EU等
●米国：制裁、国軍抵抗勢力に資金支援（兵器を除く）、人道支援。
●英国：制裁、23年2月に英外相がNUG外相と会談(G7初)、人道支援。
●EU：欧州議会が21年10月にNUGを唯一の正統な機関として支援する旨決議。

加盟国に国軍への制裁を要請。人道支援。

“Low Engagement” Group（★）世銀、ADB等
●世銀：全既往案件中断（ディスバースなし）。信託基金を活用した政府を介さない人道支援に着手。
各種調査（マクロ、教育、電力、財政等）を実施。
●ADB：全既往案件中断（ディスバースなし）。信託基金を活用した政府を介さない人道支援に着手。



５ポイント・
コンセンサス

①暴力の即座の停止（×）

②平和的解決を目指す関係
者間による建設的な対話の
開始（×）

③ASEAN議長の特使による
対話プロセスの促進（×）

④ASEANによる人道支援の
提供（△）

⑤特使と代表団による全て
の関係者との会談（×）



国軍に批判的

融和的、干渉
に消極的

シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン

タイ
カンボジア
ラオス
ベトナム

●ミャンマー側国境地域の特殊詐欺拠点の撲滅
●中緬経済回廊のインフラ開発
●国境貿易
●国境地域の少数民族武装勢力への影響力

●難民流入を阻止するための国境フェンスの設置
●複合輸送インフラ開発

●ロヒンギャ難民１００万人
●ラカイン州からの難民流入を警戒

ミャンマー近隣5か国とASEAN

●国軍同士のつながりの強さ
●ミャンマーが最大の低賃金労働者供給元
●大量の難民、不法入国者の流入

●２０２４年ASEAN議長国
●ゴールデントライアングルの一角



ミッソンダム

チャオピュー
特別経済特区（SEZ）
深海港

石油・ガスパイプライン

チャオピュー

マンダレー

ムセ

中国の権益
●ミッソンダム
●石油パイプライン
●ガスパイプライン
●中緬高速鉄道
●中緬高速道路
●チャオピューSEZ
●チャオピュー深海港





米国による経済・金融制裁

制裁による国軍への圧力の強化



困窮するミャンマーの人々の生活

■貧困ラインである「１日あたり０．７５ドル（約１１５円）以下」で
生活している人口の割合が、ほぼ倍増している。

２４．８％（２０１７年） ４９．７％（２０２３年）

■ミャンマー国民の半数が貧困生活を強いられている。



（出所）MYANMAR ECONOMIC MONITOR, June 2024, The WORLD BANK



経済的に不安定
な状況

経済的に安定
な状況

経済的に貧困
な状況

半減

倍増

（出所）MYANMAR ECONOMIC MONITOR, June 2024, The WORLD BANK



（出所）The DAILY NNA







来年の総選挙実施の見込み
とその後の展開の見通し
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